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１. 平成13年 9月中間期の連結業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日)
(1)連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円　 ％　 ％　 ％　

29,493      (   △ 59.4 ) 
29,556      (   △ 20.1 ) 
58,742      

(注) ①持分法投資損益　      平成13年9月中間期   ―  百万円　平成12年9月中間期   ―  百万円　平成13年3月期   ―  百万円
　　 ②期中平均株式数（連結）平成13年9月中間期184,295,918株  平成12年9月中間期184,366,820株  平成13年3月期184,368,377株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④経常収益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円　

2,181,757    
2,143,863    
2,133,485    

(注) 期末発行済株式数（連結）平成13年9月中間期183,398,450株  平成12年9月中間期184,368,506株  平成13年3月期184,373,209株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数  11　社   持分法適用非連結子会社数　－ 社   持分法適用関連会社数　－ 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
   連結(新規)－ 社  (除外)－ 社   　　　持分法(新規)－ 社  (除外)　－ 社

２. 平成14年 3月期の連結業績予想( 平成13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 )

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)               8  円   18 銭

1        81            

総  資  産 株  主  資　本

百万円　

            　　　円　　　銭

8        17            

――――――　平成13年9月中間期

平成12年9月中間期

平成13年 3 月 期

平成13年9月中間期

平成12年9月中間期

平成13年 3 月 期

平成13年 3 月 期

平成13年9月中間期

平成12年9月中間期

3,500    59,500    

現金及び現金同等物

百万円　

百万円　

△ 32,823    

1,500    

百万円　

30,829    △ 55,779    

経　常　収　益 経　常　利　益　

通　期

キャッシュ・フロー
百万円　

当　期　純　利　益
百万円　 百万円　

期 末 残 高
百万円　

140,428    △ 899    

9.67     

％　

458  11    
484  64    

(国内基準)
連結自己資本比率

円　銭　

10.53     

１ 株 当 た り
株  主  資  本

経 常 収 益

(   △ 0.2 ) 
(   △ 18.9 ) 

百万円　

895      
1,964      

経 常 利 益

(   △ 10.5 ) 
(   △ 54.4 ) 

百万円　

333      
821      

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

平成13年 3 月 期 3,561      1,507      

１株当たり
中間(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

              円　　　銭

――――――　4        45            

平成13年9月中間期

平成12年9月中間期

――――――　

42,904    △ 66,211    △ 5,454    

88,882    
84,462    

29,161    
28,208    

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

△ 2,912    

キャッシュ・フロー

145,001    

営 業 活 動 に よ る

10.41     496  33    

4.1    
3.9    

投 資 活 動 に よ る

株主資本比率

％　

91,511    4.3    

－ 1 －



企 業 集 団 の 状 況
株式会社　青 森 銀 行　　　　

　当行グループは、当行及び連結子会社１１社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務な　　　　　

どの事業を行い、幅広い金融サービスを提供しております。　　　　　　　　　　　　

　当行グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

１．銀行業務部門

　〔銀行業務〕

　　当行の本店ほか支店 104か店、出張所6か店においては、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券

　投資業務、内国為替業務、外国為替業務、社債受託及び登録業務および附帯業務を行っており、グループの中心的部

　門と位置づけております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　〔周辺業務〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連結子会社４社においては、不動産管理・賃貸業務、事務代行業務、担保不動産の調査業務、人材派遣業等を行っ

　ており、主に銀行業務の周辺業務を担っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．リース業務部門

　〔リース業務〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連結子会社１社においては、リース業務等を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．その他の業務部門

　〔クレジットカード業務〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連結子会社３社においては、クレジットカード業務等を行っております。

　〔コンピュータ関連業務〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連結子会社１社においては、コンピュータ関連業務等を行っております。 　

　〔信用保証業務〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連結子会社１社においては、住宅ローンの信用保証業務等を行っております。

　〔抵当証券業務〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連結子会社１社においては、抵当証券業務等を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　

青銀ビジネスサービス株式会社　 　 　 

青銀不動産調査株式会社　　  

青銀スタッフサービス株式会社

あおぎんクレジットカード株式会社

あおぎんジェーシービーカード株式会社

あおぎんリース株式会社　　　　　　　　　　　　　

本店ほか支店 104ヵ店  出張所 6ヵ店  　　　　

連結子会社３社

連結子会社１社

連結子会社１社

連結子会社１社 あおぎんコンピュータサービス株式会社

連結子会社１社 あおぎん抵当証券株式会社　　　　　

銀 行 業 務 部 門

リース業務部門

その他の業務部門

青銀甲田株式会社　　　　　　

あおぎんディーシーカード株式会社　

あおぎん信用保証株式会社

連結子会社４社

信 用 保 証 業 務

抵 当 証 券 業 務

周 辺 業 務

銀 行 業 務

青

森

銀

行

グ

ル

ー

プ

リ ー ス 業 務

ｸ ﾚ ｼ ﾞ ｯ ﾄ ｶ ｰ ﾄ ﾞ 業務

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 関連業務

－ 2 －
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                                                                     株式会社  青 森 銀 行 

経 営 方 針 

 

１．会社経営の基本方針 

当行は企業理念として「地域のために」「お客さまとともに」「人を大切に」の３点を掲げております。こうし

た企業理念のもと、現在推進している第９次中期経営計画 「TAKE  OFF  ～革新への挑戦 」(平成１１年４月～１

４年３月)では、当行の目指す姿として「地域において圧倒的信頼を得る総合金融サービス企業」を掲げておりま

す。お客さまとの接点を拡大し、お客さまの立場に立った金融サービスを提供するとともに、収益性向上、資産内

容の一層の健全化、情報開示の促進による透明性の高い健全な経営を行うことに努めてまいります。 

また、平成 13 年 11 月より次期中期経営計画策定のためのプロジェクトチームが発足しております。当行の目

指すべき姿（目標水準）について検討し、平成14年3月を目途に次期中期経営計画を策定する予定であります。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

当行は、銀行としての公共的使命を全うするため、長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、

配当についても安定的な配当の継続を維持することを基本方針としており、従来から一株当たり年５円（うち中間

配当金２円５０銭）の配当を維持しております。今年度も、中間配当金につきましては、前年同様に1株当たり２

円５０銭の配当を実施することといたしました。 

今後とも、公共的使命を全うすべく、内部留保資金の充実により経営体質の強化を図り、安定した配当を行っ

てまいりたいと考えております。 

 

３．目標とする経営指標 

 第９次中期経営計画 「TAKE  OFF  ～革新への挑戦 」(平成１１年４月～１４年３月)の目標指標として、修正

ＲＯＡ ２．１０％以上、修正ＯＨＲ７０％未満を掲げております。 

  ※修正ＲＯＡ＝（業務粗利益－その他業務利益)÷総資産平均残高 

  修正ＯＨＲ＝経費÷（業務粗利益－その他業務利益） 

 

４．中期的な会社の経営戦略 

金融界を取り巻く環境は、金融ビッグバンの最終局面の中で、４大金融グループの出現に象徴されるように、

銀行・証券・保険の垣根を越えた経営統合や提携が加速する一方、ネット銀行の誕生、異業種からの銀行業への参

入、不良債権の抜本的処理が求めらるなど、大きな変革期を迎えております。このような厳しい時代を勝ち抜くた

め、当行は中期経営計画の実現のため経営指針として、「リテール重視の営業」「収益体質の強化」「業務運営の革

新」の３項目を掲げ、経営体質の強化と金融サービスの充実に努めてまいります。 

「リテール重視の営業」では、個人および中小企業を最重点顧客と位置付け、「最良の金融サービスの提供」を

実現するため、１人ひとり、１社１社のお客さまのニーズを見極め、それぞれのお客さまに最適なサービスを最適

なチャネルから提供できる体制を構築してまいります。 

「収益体質の強化」では、信用リスク、市場関連リスク、システムリスク等、各種リスクを総合的に管理・評

価・調整する体制を構築すると同時に、新たな収益管理手法を導入し、経営の安定化と収益力の強化を図ります。

また、行内資金取引の分析・評価を行い、最適な運用・調達等の実現を図ってまいります。 

「業務運営の革新」では、多様化・高度化していくお客さまのニーズに的確に応え、質の高い金融サービスを

提供していくため、情報技術を積極的に活用し、お客さまのニーズに直結した業務プロセスを確立するとともに、

営業店事務の本部集中化等により、柔軟でスピードある組織体制を構築してまいります。 
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                                                                     株式会社  青 森 銀 行 

 

５．経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 

 業務上発生しうる様々なリスクを十分認識し、経営の健全性を維持・向上させる観点から、「リスク管理の基本

方針」のもと、リスク管理を経営の最重要課題と位置づけて取り組んでおります。具体的には、各リスク毎の委員

会を中心とした管理体制を敷いており、とりわけ各種業務にまたがるリスクについては、各リスク毎の委員会の審

議状況を管理統括する会議体として、「リスク管理委員会」を設置しております。 

 また、コンプライアンス(法令遵守)についても、「業務関連法令の遵守」、「事務取扱手続・マニュアル等の厳格

な運用」、「社会規範・ルールへの適応」を３本柱として捉え、全行を挙げてコンプライアンスの徹底に取り組んで

おります。組織面では、取締役会をコンプライアンス最高決定機関とし、コンプライアンス統括部門を設け、年間

を通しての研修の実施、関連情報の発信、部店内の定期点検等を行っております。 

 

６．会社の対処すべき課題 

平成１４年４月にはペイオフ凍結解除を控え、より一層の健全性が求められており、競争が激化する経営環境

の中で、当行は経営の健全性を堅持しつつ、経営効率の向上と収益力の強化を課題として更なる体質強化に取り組

んでまいります。 

今後とも、お客さまの立場に立った金融サービスの提供に努めるとともに、ディスクロージャー（経営情報の

開示）の充実による経営の透明性の確保とコンプライアンスの徹底を図り、業務・体制面の革新により効率性・収

益性を向上させ、株主・お客さま・マーケットからの信頼を更に高めてまいりたいと考えております。 
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経 営 成 績 

 

１．平成１３年９月期（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）の概況 

  当中間期の国内経済は海外経済の減速、国内需要の不振などを要因に生産の大幅減少が続き、雇用・所得環境も厳
しさの度合いを増すなど、景気調整の動きがうかがわれました。最終需要面をみますと、輸出から輸入を差し引いた純輸

出は米国経済の減速や情報関連需要の低迷を背景に大幅な減少を余儀なくされました。また、民間設備投資は企業収

益の減少、情報関連需要の不振などから、下方修正の動きが目立ってきました。このほか、住宅投資が低調に推移してい

るほか、公共投資も減少傾向にあります。この間、個人消費はほぼ横ばいの動きを続けましたが、期後半にかけて弱い動

きが広がってきました。 
  さらに、９月以降、米国における同時多発テロ事件の発生、国内雇用情勢の一段の悪化などを背景に景気の先行きに
対する不透明感が広がっています。 
  一方、青森県経済は生産活動の鈍化、個人消費の不振などを背景に一段と厳しさがうかがわれました。個人消費は雇
用・所得環境の厳しさから、百貨店や大型スーパーの販売額、家電販売、旅行需要も弱い動きが続きました。民間企業設

備投資は企業収益の悪化、景気先行きの不透明感などから、減少の動きが続きました。住宅投資は、アパートなどの貸家

が堅調な伸びとなったものの、持家は前年を下回り、住宅金融公庫の申し込みも低調な推移となりました。 
  この間、雇用情勢は、県内企業の雇用調整の動きや企業倒産の増加、求人の手控えなどから、新規求人が前年を下回
り、有効求人倍率は夏場以降、再び低下傾向にあります。また、企業の業況感は期後半にかけて大幅に悪化し、先行きの

業況も一段と厳しさを増しています。 
以上のような経営環境の中で、当行及び連結子会社１１社は、役職員一体となり業績の伸展と経営の効率化に

努めました結果、次のような営業成績を収めることができました。 

主要勘定につきましては、預金は、より利便性の高い商品・サービスの開発等を通じて、積極的な営業活動を

展開してまいりました結果、個人預金を中心に増加し、譲渡性預金を含む中間期末残高は、前年同期比３４２億円

増加の、１兆９，８７０億円となりました。貸出金は、個人ローン及び地方公共団体向け貸出の増加等から、中間

期末残高は前年同期比４６８億円増加して１兆３，５７６億円となりました。 

  有価証券は、債券を中心に引受・買入を行う一方、市場動向を注視し効率的な運用に努めました結果、前年同期

比１８４億円増加して、中間期末残高は４, ９８２億円となりました。 

損益状況につきましては、市場金利の低下傾向を背景とした貸出金利息の減少等の影響から経常収益は前年同

期比６３百万円減少して２９４億９３百万円となりました。経常費用は貸倒引当金繰入額の増加等により前年同期

比１０億７百万円増加して２８５億９８百万円となり、この結果、経常利益は前年同期比１０億６９百万円減少し、

８億９５百万円となりました。また、中間純利益は、前年同期比４億８８百万円減少して３億３３百万円となりま

した。 

 

２．中間連結キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期比 

１，１２２億２０百万円の増加となりました。その結果、前連結会計年度末より１，１１２億６７百万円増加し、

当中間連結会計期間末には１，４０４億２８百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金収支は、前年同期比１，０２０億９７百万円増加して、１，４５０億１百万円の増加となり

ました。これは、主に預け金（日銀預け金を除く）の減少による収入が、前年同期比１，０２７億５８百万円増加

したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金収支は、前年同期比３３３億８８百万円増加して、３２８億２３百万円の減少となりました。

これは、主に有価証券の取得による支出が前年同期比７３０億５２百万円減少したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の資金収支は、前年同期比４５億５５百万円増加して、８億９９百万円の減少となりました。これは、

主に劣後特約付借入金の返済による支出が前年同期比５０億円減少したことによるものであります。 

 

３．平成１４年３月期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）の見通し 

 依然厳しい収益環境下にありますが、経常利益３５億円及び当期純利益１５億円とともに前年並みを見込んでお

ります。 



       株式会社　青 森 銀 行

比較中間連結貸借対照表

　　　      　（単位:百万円）

平 成 13 年 平 成 12 年 比     較 平成12年度末   比     較
 中間期末(A)  中間期末(B) (Ａ)－(Ｂ) (要  約)(C) (Ａ)－(Ｃ)

143,016 81,574 61,442 144,315 △ 1,299 

70,000 164,000 △ 94,000 37,000 33,000 

3,730 1,007 2,723 3,256 474 

247 413 △ 166 450 △ 203 

　　　　－ 977 △ 977 　　　　－ 　　　　－

498,236 479,775 18,461 472,438 25,798 

1,357,611 1,310,728 46,883 1,370,898 △ 13,287 

650 1,152 △ 502 519 131 

36,471 31,787 4,684 29,646 6,825 

40,872 36,589 4,283 41,914 △ 1,042 

6,442 8,254 △ 1,812 5,187 1,255 

37,132 39,344 △ 2,212 39,396 △ 2,264 
△ 12,655 △ 11,741 △ 914 △ 11,538 △ 1,117 

2,181,757 2,143,863 37,894 2,133,485 48,272 

1,883,225 1,949,636 △ 66,411 1,824,468 58,757 

103,860 3,190 100,670 109,830 △ 5,970 

3,379 3,024 355 3,704 △ 325 

35,288 35,027 261 35,762 △ 474 

6 59 △ 53 5 1 

15,824 18,441 △ 2,617 15,512 312 

7,420 6,522 898 6,613 807 

145 90 55 113 32 

2,266 　　　　－ 2,266 2,413 △ 147 
37,132 39,344 △ 2,212 39,396 △ 2,264 

2,088,549 2,055,336 33,213 2,037,820 50,729 

4,325 4,064 261 4,153 172 

15,221 15,221 0 15,221 0 

8,575 8,575 0 8,575 0 

3,113 　　　　－ 3,113 3,315 △ 202 

61,728 61,657 71 61,883 △ 155 

2,259 596 1,663 4,102 △ 1,843 

90,897 86,051 4,846 93,097 △ 2,200 

       △ 0 △ 3 3        △ 0 0 
△ 2,014 △ 1,585 △ 429 △ 1,585 △ 429 

88,882 84,462 4,420 91,511 △ 2,629 

2,181,757 2,143,863 37,894 2,133,485 48,272 

 科           目

負債、少数株主持分及び資本の部合計

金 銭 の 信 託

その他有価証券評価差額金

資 本 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

外 国 為 替

そ の 他 資 産

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

( 資　産　の　部 )

( 負　債　の　部 )

( 資　本　の　部 )

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

預 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

支 払 承 諾

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

資 産 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金

少 数 株 主 持 分
( 少数株主持分 )

自 己 株 式

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

負 債 の 部 合 計

子会社の所有する親会社株式

          計

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

再 評 価 差 額 金

－6－



株式会社  青 森 銀 行

比較中間連結損益計算書

 (単位：百万円）

経 常 収 益 29,493 29,556 △ 63 58,742 

資 金 運 用 収 益  19,585  20,479 △ 894 40,973 

(う ち 貸 出 金 利 息) ( 15,736 ) ( 16,338 ) ( △ 602 ) ( 32,812 )

(う ち 有価証券利息配当金) ( 3,747 ) ( 3,728 ) ( 19 ) ( 7,379 )

役 務 取 引 等 収 益 2,312 2,258 54 4,633 

そ の 他 業 務 収 益 170 124 46 264 

そ の 他 経 常 収 益 7,425 6,694 731 12,872 

経 常 費 用 28,598 27,591 1,007 55,180 

資 金 調 達 費 用 2,098 3,160 △ 1,062 6,072 

(う ち 預 金 利 息) ( 1,384 ) ( 2,124 ) ( △ 740 ) ( 4,364 )

役 務 取 引 等 費 用 733 607 126 1,263 

そ の 他 業 務 費 用 764 211 553 764 

営 業 経 費 14,921 15,065 △ 144 29,299 

そ の 他 経 常 費 用 10,080 8,546 1,534 17,781 

経 常 利 益 895 1,964 △ 1,069 3,561 

特 別 利 益 414 9 405 19 

特 別 損 失 27 13 14 108 

税金等調整 前中 間 ( 当期 ) 純 利益 1,281 1,960 △ 679 3,473 

法人税、 住民 税及 び事 業税 646 1,732 △ 1,086 1,986 

法 人 税 等 調 整 額 90 △ 880 970 

少 数 株 主 利 益 210 288 △ 78 374 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 333 821 △ 488 1,507 

      科                目

△ 395 

平成１2年度平 成 12 年 度平 成 13 年 度 比      較

(  要   約  )中 間 期 (B)中 間 期 (A)   (Ａ) － (Ｂ) 

－7－



   (単位：百万円）

比      較

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 61,883 61,326 557 61,326

連 結 剰 余 金 減 少 高 489 489 0 950

配 当 金 460 460 0 921

役 員 賞 与 28 28 0 28

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 333 821 △ 488 1,507

連結剰余金中間期末(期末)残高 61,728 61,657 71 61,883

株式会社  青 森 銀 行

(Ａ) － (Ｂ) 

平 成 １ 2 年 度

比 較 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

平 成 １ 3 年 度

中 間 期 (A)

平 成 １ 2 年 度

中 間 期 (B)
      科                目

－8－



株式会社　青 森 銀 行

(単位：百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益 1,281 1,960 △   679 3,473
減価償却費 3,320 3,502 △   182 7,007
貸倒引当金の増加額 1,117 1,076 41 873
債権売却損失引当金の増減(△)額 31 △   18 49 4
退職給与引当金の減少額        － △   5,956 5,956 △   5,956
退職給付引当金の増加額 806 6,522 △   5,716 6,613
資金運用収益 △   19,585 △   20,479 894 △   40,973
資金調達費用 2,098 3,160 △   1,062 6,072
有価証券関係損益(△) 316 △   294 610 19
金銭の信託の運用損益(△)        － 22 △   22 65
為替差損益(△) 123 △   83 206 △   1,026
動産不動産処分損益(△) △   338 13 △   351 108
商品有価証券の純増(△)減 203 △   211 414 △   248
貸出金の純増(△)減 13,286 124,102 △   110,816 63,932
預金の純増減(△) 58,757 16,188 42,569 △   108,979
譲渡性預金の純増減(△) △   5,970 850 △   6,820 107,490
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減(△) △   473 432 △   905 △   1,833
預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 112,566 9,808 102,758 △   51,980
コールローン等の純増(△)減 △   33,474 △   109,999 76,525 14,751
コールマネー等の純増減(△) △   325 1,537 △   1,862 2,218
外国為替(資産)の純増(△)減 △   131 △   398 267 233
外国為替(負債)の純増減(△) 1 31 △   30 △   22
資金運用による収入 19,872 21,239 △   1,367 43,803
資金調達による支出 △   2,934 △   4,865 1,931 △   9,027
その他 △   4,709 △   3,137 △   1,572 △   2,517
　　　　　小計 145,839 45,005 100,834 34,104
法人税等の支払額 △   838 △   2,100 1,262 △   3,274
営業活動によるキャッシュ・フロー 145,001 42,904 102,097 30,829

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △   76,394 △   149,446 73,052 △   201,224
有価証券の売却による収入 24,050 51,392 △   27,342 71,232
有価証券の償還による収入 21,809 34,835 △   13,026 79,469
金銭の信託の減少による収入        －        －        － 934
動産不動産の取得による支出 △   3,002 △   3,144 142 △   6,591
動産不動産の売却による収入 713 150 563 400
投資活動によるキャッシュ・フロー △   32,823 △   66,211 33,388 △   55,779

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入        －        －        － 3,000
劣後特約付借入金の返済による支出        － △   5,000 5,000 △   5,000
少数株主からの払込みによる収入        － 16 △   16 16
配当金支払額 △   460 △   460 0 △   921
少数株主への配当金支払額 △   9 △   8 △   1 △   8
自己株式の取得による支出 △   452 △   23 △   429 △   38
自己株式の売却による収入 24 22 2 39
財務活動によるキャッシュ・フロー △   899 △   5,454 4,555 △   2,912

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △   12 5 △   17 59
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 111,267 △   28,756 140,023 △   27,803
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 29,161 56,964 △   27,803 56,964
Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 140,428 28,208 112,220 29,161

平成12年度中間期 比　　　較 平成12年度

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書

平成13年度中間期区       分
（Ａ）－（Ｂ）（Ａ） （Ｂ）

－ 9 －
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結の範囲に関する事項   
 (1) 連結子会社      １１社 
   青銀甲田株式会社 
   青銀ビジネスサービス株式会社 
   青銀不動産調査株式会社 
   青銀スタッフサービス株式会社 
   あおぎんディーシーカード株式会社 
   あおぎんリース株式会社 
   あおぎんコンピュータサービス株式会社 
    あおぎん抵当証券株式会社 
   あおぎんクレジットカード株式会社 
   あおぎんジェーシービーカード株式会社 
    あおぎん信用保証株式会社 
 (2) 非連結子会社    該当ありません 
 
２．持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法適用の非連結子会社    該当ありません 
 (2) 持分法適用の関連会社     該当ありません 
 (3) 持分法非適用の非連結子会社  該当ありません 
  (4) 持分法非適用の関連会社    該当ありません 
                                                
３．連結子会社の中間決算日に関する事項 
   連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。 
    ９月末日    １１社 
     
４．会計処理基準に関する事項 
 (1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 
   商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 
  (2) 有価証券の評価基準及び評価方法 
     有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時 
  価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)、時価のな 
  いものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額 
  については、全部資本直入法により処理しております。 
  (3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
    デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
 (4) 減価償却の方法 
  ① 動産不動産 
    当行の動産不動産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）について 
   は定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年数は次のとお 
      りであります。 
    建  物  １５年～５０年  
    動  産   ３年～２０年 
        なお、当行の電子計算機器の耐用年数については、従来５年としておりましたが、当中間連結会計期間からパーソ 
      ナルコンピュータ（サーバー用のものを除く）は４年に変更しております。この変更に伴い、経常利益、税金等調整 
   前中間純利益はそれぞれ１３百万円減少しております。 
    連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。 
  ② ソフトウェア 
    自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額法により償 
   却しております。 
 (5) 貸倒引当金の計上基準 
     当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、 次のとおり計上しております。 
   破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同 
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  等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分 
  可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にな 
  いが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見 
  込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を 
  計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき 
  計上しております。 
   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査 
  部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
   なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収 
  が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は２３，７７１ 
  百万円であります。 
   連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等 
  特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 
 (6) 退職給付引当金の計上基準 
      退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 
    に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異 
    の費用処理方法は以下のとおりであります。 
        数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１５年）による定額法 
                          により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 
      なお、会計基準変更時差異（８，６８１百万円）については、１０年による按分額を費用処理することとし、当中間 
    連結会計期間においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。 
  (7) 債権売却損失引当金の計上基準 
   債権売却損失引当金は、(株)共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能 
性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 
  (8) 外貨建資産・負債の換算基準 
   当行の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
   連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等の為替相場により換算しております。 
  (9) リース取引の処理方法 
   当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 
  いては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
 (10) 重要なヘッジ会計の方法 
   当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用 
  いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する 
  当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第１５号）に定められたリスク調整アプ 
  ローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。 
      また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっ 
  ており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しておりま 
  す。 
      なお、一部の資産については、金利スワップの特例処理を行っております。 
 (11) 消費税等の会計処理 
   当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金および 
  日本銀行への預け金であります。 
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追 加 情 報 

 
（外貨建取引等会計基準） 
  当行は、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協 
 会平成１２年４月１０日）に基づき、「新外為経理基準」を適用しておりましたが、当中間連結会計期間から、「銀行業に 
  おける外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告 
  第２０号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意 
  見書」（企業会計審議会平成１１年１０月２２日））を適用しております。 
 

注 記 事 項 

 
（中間連結貸借対照表関係） 
１． 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式を含んでおりません。 
 
２． 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」に５，１２２百万円含まれて  
 おります 
 
３． 貸出金のうち、破綻先債権額は９，９６２百万円、延滞債権額は１９，１４８百万円であります。 
 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取
立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利
息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに
掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と 
  して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
 
４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４８５百万円であります。 
    なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債 
  権及び延滞債権に該当しないものであります。 
 
５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４２，４６３百万円であります。 
    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元 
  本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞 
  債権に該当しないものであります。 
 
６． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７２，０５９百万円であります。 
    なお、上記3．から6．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
 
７．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、２２，２６５百万円であります。 
 
８．担保に供している資産は次のとおりであります。 
   担保に供している資産 
      有価証券           ２７，１７０百万円 
      その他資産           ９，５７７百万円 
   担保資産に対応する債務 
      預金                  ４，２５１百万円 
      借用金            １６，６８６百万円 
    上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券７０，９７６百万円を差し入 
  れております。 
    なお、動産不動産のうち保証金権利金は７９９百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は３４百万円であります。 
 
９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規 
  定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に 
  係る融資未実行残高は４５６，６６３百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの(又は任意の時期に無条 
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  件で取消可能なもの)が４５６，６６３百万円あります。 
   なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及 
  び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変 
 化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度 
 額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の 
 担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、 
 必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
 
10． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、 
  評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを 
  控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。 
  再評価を行った年月日   平成１３年３月３１日 
  同法律第３条第３項に定める再評価の方法   土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第 
                                              １１９号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第６９号）第 
                                              １６条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算 
                                              定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に基 
                                              づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理 
                                             的な調整を行って算出。 
 
11．動産不動産の減価償却累計額      ５６，８０１百万円 
 
12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１２，５００百万円が含 
 まれております。  
 
 
（中間連結損益計算書関係） 
   その他経常費用には、貸出金償却１５百万円、貸倒引当金繰入額２，４５６百万円、株式等償却６６８百万円を含んで 
 おります。 
 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
   現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
    平成１３年９月３０日現在 
    現金預け金勘定      １４３，０１６百万円 
    定期預け金      △   １，０５８百万円 
    その他の預け金    △   １，５２９百万円 
    現金及び現金同等物    １４０，４２８百万円 
  
                                                     



(セグメント情報)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．事業の種類別セグメント情報

　　当中間連結会計期間（自　平成１３年４月１日　至　平成１３年９月３０日）
（単位：百万円）

銀 行 業 務 リー ス業 務 そ の 他 計 消去又は全社 連 結

23,446 3,108 2,937 29,493   ―― 29,493 

48 360 493 902 ( 902 )   ――

23,495 3,469 3,431 30,395 ( 902 ) 29,493 

23,081 3,237 3,188 29,507 ( 909 ) 28,598 

413 232 242 888 6 895 

　　前中間連結会計期間（自　平成１２年４月１日　至　平成１２年９月３０日）

（単位：百万円）

銀 行 業 務 リー ス業 務 そ の 他 計 消去又は全社 連 結

23,650 3,115 2,791 29,556   ―― 29,556 

51 388 555 995 ( 995 )   ――

23,701 3,504 3,346 30,552 ( 995 ) 29,556 

22,330 3,240 2,999 28,570 ( 978 ) 27,591 

1,371 263 347 1,982 ( 17 ) 1,964 

　　前連結会計年度（自　平成１２年４月１日　至　平成１３年３月３１日）
（単位：百万円）

銀 行 業 務 リー ス業 務 そ の 他 計 消去又は全社 連 結

46,932 6,191 5,618 58,742   ―― 58,742 

98 775 1,093 1,967 ( 1,967 )   ――

47,030 6,967 6,712 60,709 ( 1,967 ) 58,742 

44,412 6,641 6,106 57,160 ( 1,979 ) 55,180 

2,618 325 605 3,549 12  3,561 

（注） １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　 ２．業務区分は、連結会社の事業内容により区分しております。なお、「その他」はクレジットカード業務等であります。

３．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．所在地別セグメント情報

　　当行は、在外支店及び在外子会社を有しておりませんので、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

  

３．国際業務経常収益

　　国際業務経常収益は、連結経常収益の１０％未満のため記載を省略しております。

経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 収 益

(1) 外部顧客に対する経常収益

(2)セグメント間の内部経常収益

計

経 常 収 益

経 常 利 益

計

経 常 費 用

(1) 外部顧客に対する経常収益

(2)セグメント間の内部経常収益

経 常 収 益

計

(1) 外部顧客に対する経常収益

(2)セグメント間の内部経常収益
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(リース取引関係)

当中間連結会計期間（自　平成１３年４月１日　至　平成１３年９月３０日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（貸手側）

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間連結会計期間末残高
（単位：百万円）

動　　　産 そ　の　他 合　　　計
取 得 価 額 18,249 8,980 27,230 1 
減価償却累計額 9,180 4,721 13,902 1 
中間連結会計期間末残高 9,069 4,259 13,328 0 

　(2) 未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額
１ 年 内 4,615 百万円
１ 年 超 9,401 百万円
合 計 14,017 百万円

　(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
受取リース料 2,869 百万円
減価償却費 2,455 百万円
受取利息相当額 428 百万円

　(4) 利息相当額の算定方法
　    利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。
　　

２．前中間連結会計期間（自　平成１２年４月１日　至　平成１２年９月３０日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（貸手側）

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間連結会計期間末残高
（単位：百万円）

動　　　産 そ　の　他 合　　　計
取 得 価 額 18,459 9,836 28,295 0 
減価償却累計額 9,347 5,600 14,947 0 
中間連結会計期間末残高 9,112 4,235 13,348 1 

　(2) 未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額
１ 年 内 4,579 百万円
１ 年 超 9,489 百万円
合 計 14,069 百万円

　(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
受取リース料 2,944 百万円
減価償却費 2,498 百万円
受取利息相当額 436 百万円

　(4) 利息相当額の算定方法
　    利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。
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３．前連結会計年度（自　平成１２年４月１日　至　平成１３年３月３１日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引(貸手側)

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残高
（単位：百万円）

動        産 そ    の    他 合        計
取 得 価 額 18,777 10,516 29,294 
減価償却累計額 9,750 6,222 15,973 
年 度 末 残 高 9,027 4,294 13,321 

0 0 0 
　(2) 未経過リース料年度末残高相当額

１ 年 内 4,549 百万円
１ 年 超 9,467 百万円
合 計 14,017 百万円

　(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
受取リース料 5,637 百万円
減価償却費 4,795 百万円
受取利息相当額 848 百万円

　(4) 利息相当額の算定方法
　    利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。
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（有価証券関係）

（注）中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、「現金預け金」中の譲渡性
　　預け金を含めて記載しております。

１．当中間連結会計期間末
(1)満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

期　別 当中間連結会計期間末（平成１３年９月３０日現在）

中間連結貸借 時　価 差　額
種　類 対照表計上額 うち益 うち損

  国        債 1 1 0 0          －

  社        債 9,233 9,315 81 89 7

  そ   の   他 13,026 13,091 64 86 21

合    　　　計 22,261 22,407 146 175 28

（注）１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

(2)その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

期　別 当中間連結会計期間末（平成１３年９月３０日現在）

中間連結貸借 評価差額
種　類 対照表計上額

  株        式 34,077 28,606 △ 5,471 2,932 8,404

  債        券 390,607 401,411 10,804 10,970 166

国        債 144,970 148,703 3,733 3,806 72

地   方   債 108,438 113,046 4,608 4,610 1

社        債 137,198 139,660 2,462 2,554 92

  そ   の   他 41,380 39,968 △ 1,411 348 1,759

合    　　　計 466,065 469,986 3,921 14,251 10,330

(注)１． 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

   　　計上したものであります。

　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

期    　別　　 当中間連結会計期間末

　種　    類

1,300

2,015

280

2,393

　その他の証券

うち益 うち損

（平成１３年９月３０日現在）

満期保有目的の債券

　社        債

取 得 原 価

  非上場株式（店頭売買株式を除く）

その他有価証券

  社        債
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２．前中間連結会計期間末
(1)満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

期　別 前中間連結会計期間末（平成１２年９月３０日現在）

中間連結貸借 時　価 差　額
種　類 対照表計上額 うち益 うち損

  社        債 6,800 6,813   13 16 2

  そ   の   他 18,858 18,989   130 161 30

合    　　　計 25,658 25,802   143 177 33

（注）１．時価は、前中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

(2)その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

期　別 前中間連結会計期間末（平成１２年９月３０日現在）

中間連結貸借 評価差額
種　類 対照表計上額

  株        式 30,178 30,792 613 2,270 1,657

  債        券 386,202 387,143   940 3,854 2,913

国        債 159,753 157,900   △ 1,853 557 2,410

地   方   債 88,953 90,999   2,046 2,366 319

社        債 137,496 138,243 747 930 182

  そ   の   他 33,584 33,073 △ 510 375 886

合    　　　計 449,965 451,008   1,043 6,500 5,457

(注)１． 中間連結貸借対照表計上額は、前中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

   　　計上したものであります。

　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

(3)時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

期    　別　　 前中間連結会計期間末

　種　    類

500

15,000

180

2,396

その他有価証券

  社        債

  非上場株式（店頭売買株式を除く）

うち益

（平成１２年９月３０日現在）

うち損

　譲渡性預け金

取 得 原 価

満期保有目的の債券

　社        債
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３．前連結会計年度末
(1)売買目的有価証券

（単位：百万円）

期　別
　種　類

450 2

(2)満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度末（平成１３年３月３１日現在）

連 結 貸 借 時　価 差　額
　種　類 対照表計上額 うち益 うち損

1 1 0 0 - 
7,877 7,958   80 86 5
16,761 16,825   64 83 18
24,640 24,785   145 169 24

（注）１．時価は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

(3)その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度末（平成１３年３月３１日現在）

連 結 貸 借 評価差額

　種　類 対照表計上額

  株        式 33,950 31,899 △ 2,050 2,486 4,536
  債        券 365,018 375,104   10,086 10,126 40
国        債 146,674 150,174   3,500 3,523 23
地   方   債 88,945 93,166   4,221 4,222 1
社        債 129,398 131,763 2,364 2,381 16
  そ   の   他 36,087 35,169 △ 918 413 1,331
合    　　　計 435,056 442,174   7,117 13,026 5,908
(注)１． 連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上した

   　　ものであります。

　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

(4)当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　　該当ありません。

(5)当該連結会計年度中に売却したその他有価証券

期　別

　種　類 売 却 額 売却益の合計 売却損の合計

71,064 709 535

前連結会計年度末（平成１３年３月３１日現在）

連結貸借対照表計上額 前連結会計年度の損益に含まれた評価差額

その他有価証券

売買目的有価証券

前 連 結 会 計 年 度 末

  社        債
  国        債

（自　平成12年４月１日　至　平成13年３月31日）

うち損

合    　計
  そ   の   他

取 得 原 価
うち益
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(6)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

期    　別　　 前連結会計年度

　種　    類

900
2,025
10,000

その他有価証券
280

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,418

(7)保有目的を変更した有価証券
　　該当ありません。

(8)その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
（単位：百万円）

期　別
　種　類 １年以内 1年超5年以内 5年超10年以内

  債        券 28,227 194,322   154,701 6,911
国        債 2,934 73,372   69,869 4,000
地   方   債 3,076 20,059   70,030 - 
社        債 22,216 100,890 14,801 2,911
  そ   の   他 11,010 24,576 10,475 6,736
合    　　　計 39,238 218,898   165,177 13,648

10年超

前連結会計年度末（平成１３年３月３１日現在）

社 債

（平成１３年３月３１日現在）

社 債

譲 渡 性 預 け 金
そ の 他 証 券

満期保有目的の債券
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(金銭の信託関係)

　　該当ありません。

(その他有価証券評価差額金)

１．当中間連結会計期間末
　○その他有価証券評価差額金
  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

評  価  差  額 3,921
　　　その他有価証券 3,921
（△）繰延税金負債 1,652
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 2,269
（△）少数株主持分相当額 9
その他有価証券評価差額金 2,259

２．前中間連結会計期間末
　○その他有価証券評価差額金
  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

評  価  差  額 1,043
　　　その他有価証券 1,043
（△）繰延税金負債 439
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 603
（△）少数株主持分相当額 6
その他有価証券評価差額金 596

３．前連結会計年度末
　○その他有価証券評価差額金
  連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

評  価  差  額 7,117
　　　その他有価証券 7,117
（△）繰延税金負債 2,998
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 4,118
（△）少数株主持分相当額 16
その他有価証券評価差額金 4,102

当中間連結会計期間末

（平成１３年９月３０日現在）

前連結会計年度末

（平成１３年３月３１日現在）

前中間連結会計期間末

（平成１２年９月３０日現在）
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（デリバティブ取引関係）

１．当中間連結会計期間末

 (1)金利関連取引

　　該当ありません。

 (2)通貨関連取引

(単位：百万円)

契約額等 時    価 評価損益

－　 －　 －　

－　 －　 －　

－　 －　 －　

－　 －　 －　

(注)１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。
      なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注２．の取引は、上記記載から除い
      ております。
    ２．先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを行い、その損益を中
      間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金
      銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等が連結手
      続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
        引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記の通りであります。

(単位：百万円)

通貨先物 －　

通貨オプション －　

為替予約 5,539

通貨オプション －　

その他 －　

 (3)株式関連取引

　　該当ありません。

 (4)債券関連取引

　　該当ありません。

 (5)商品関連取引

　　該当ありません。

 (6)クレジットデリバティブ取引

　　該当ありません。

区
分

当中間連結会計期間末

種 類 （平成１３年９月３０日現在）

店
頭

通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

その他

店
頭

当中間連結会計期間末

種 類区
分 （平成１３年９月３０日現在）

契  約  額  等
取
引
所
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２．前中間連結会計期間末

 (1)金利関連取引

　　該当ありません。

 (2)通貨関連取引

(単位：百万円)

契約額等 時    価 評価損益

－　 －　 －　

－　 －　 －　

－　 －　 －　

－　 －　 －　

(注)１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。
      なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注２．の取引は、上記記載から除い
      ております。
    ２．先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを行い、その損益を中
      間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金
      銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等が連結手
      続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
        引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記の通りであります。

(単位：百万円)

通貨先物 －　

通貨オプション －　

為替予約 208

通貨オプション －　

その他 －　

 (3)株式関連取引

　　該当ありません。

 (4)債券関連取引

　　該当ありません。

 (5)商品関連取引

　　該当ありません。

 (6)クレジットデリバティブ取引

　　該当ありません。

前中間連結会計期間末

（平成１２年９月３０日現在）

契  約  額  等

店
頭

種 類区
分

取
引
所

店
頭

区
分

前中間連結会計期間末

（平成１２年９月３０日現在）種 類

通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

その他
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３．前連結会計年度末

 (1)金利関連取引

　　該当ありません。

 (2)通貨関連取引

(単位：百万円)

契約額等のうち
1年超のもの

－　 －　 －　 －　

売建 －　 －　 －　 －　

買建 －　 －　 －　 －　

売建 －　 －　 －　 －　

買建 －　 －　 －　 －　

その他

売建 －　 －　 －　 －　

買建 －　 －　 －　 －　

－　 －　
(注)１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
      なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は、上記記載から除い
      ております。
    ２．時価の算定
      割引現在価値等により算定しております。
    ３．先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結損
      益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債
      務等の連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。
        引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記の通りであります。

(単位：百万円)

通貨先物

　売建 －　

　買建 －　

通貨オプション

　売建 －　

　買建 －　

為替予約

　売建 210

　買建 119

通貨オプション

　売建 －　

　買建 －　

その他

　売建 －　

　買建 －　

 (3)株式関連取引

　　該当ありません。

 (4)債券関連取引

　　該当ありません。

 (5)商品関連取引

　　該当ありません。

 (6)クレジットデリバティブ取引

　　該当ありません。

店
頭

店
頭

合      計

通貨オプション

取
引
所

契  約  額  等

種 類区
分 （平成１３年３月３１日現在）

前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）

前 連 結 会 計 年 度

区
分

種 類

通貨スワップ

為替予約

契約額等 時    価 評価損益
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